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４．下水道事業（事業計画（更新・投資計画）の見直し）

2



1.（前回資料） 経営戦略とは 経営戦略と財政計画の違い
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財政計画

やりたい事/やるべき事
・施設の耐震化/老朽化対策など
サービスの維持

・健全経営

とりまく環境
・人口減少
・物価/利率などの変動
・多発する事故

費用
・施設の更新費用
・修繕など維持費用

収入
・料金収入
・国の補助金/市からの繰入金

収支のバランス

経営戦略



1.（前回資料） 経営戦略の改定について
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①更新計画、目標の見直しイメージ（例：更新・耐震化を加速する場合）

当初計画

整備予定
地区

事業費
・
耐震化率
などの
数値目標

年度

年度

地区Ａ

地区Ｂ

地区Ｃ

年度

年度

地区Ａ

地区Ｂ

地区Ｃ

見直し案

地区Ｄ

地区Ｅ

整備予定
地区追加

事業費

耐震化率
耐震化率
の向上

事業費
の増加



1.（前回資料） 経営戦略の改定について
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②物価の上昇見込みなど、費用に影響する要素（例：利率・建設物価）

当初計画

建設改良
事業費
・
建設物価
上昇見込み

年度 年度

見直し案

支払利息
・
借入利率
見込み

年度 年度

借入利率

支払利息 予定
借入利率
再予測

支払利息
再予測

事業費

建設物価
（デフレーター）

建設物価
再予測

事業費
再予測
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財政計画

やりたい事/やるべき事
・施設の耐震化/老朽化対策など
サービスの維持

・健全経営

とりまく環境
・人口減少
・物価/利率などの変動
・多発する事故

費用
・施設の更新費用
・修繕など維持費用

収入
・料金収入
・国の補助金/市からの繰入金

収支のバランス

経営戦略

2. 事業計画（更新・投資計画） の見直し
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費
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3. 水道事業

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

基幹管路とは、取水した原水を浄水施設に送る『導水管』及
び水道水を配水支管に送る『配水本管』になります。

重要施設とは、災害拠点病院や救急病院及び指定避難所とな
る小中学校など災害時に重要な施設で、その施設に水道水を送
る配水本管及び配水支管をあわせて重要施設配水管となります。

《一宮市の水道》
一宮市では約２,４４６ｋｍの水道管を管理してい

ます。
水道管の法定耐用年数は４０年となっており、その

法定耐用年数を超過した水道管が約８７７ｋｍ、老朽
管率は約３６％に及び、今後も老朽化した管路施設が
増えていくなか、大規模災害時に備え、地震時の液状
化が極めて高い地区や老朽度などを考慮した優先順位
を定め、計画的に耐震化をすすめています。
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（km）

約８７７ｋｍ（約３６％）
が耐用年数を超過

（km）

1.基幹管路耐震化事業

2.重要施設配水管耐震化事業



管路名 名称 管路延長：ｍ
耐震管延長：

ｍ
耐震管率

基幹管路

導水管 １０，６０８ ７，２２６ ６８.１％

配水本管 ４３，５７９ １０，５６９ ２４.３％

計 ５４，１８７ １７，７９５ ３２.８％

２０２５(令和７)年３月３１日現在
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3. 水道事業

大規模
地震発生

災害時でも安定的に水の供給を継続するため、重要度や
経年状況による優先順位を決定、計画的に耐震化をすす
めています。

3-1.基幹管路耐震化事業

22.5
24.3 25.2

27.2 27.2

29.7 30.2 30.2
32.3 32.9

31.3 32.2 32.8

36.9 37.6 38.5
39.5

40.7 41.3 41.1
42.2 43.0

44.0 44.8 45.2

20.1
21.6

22.5
23.6 24.4 24.9

25.9 26.6 26.8 27.4 28.2

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

(H24)年度 (H25)年度 (H26)年度 (H27)年度 (H28)年度 (H29)年度 (H30)年度 (R01)年度 (R02)年度 (R03)年度 (R04)年度 (R05)年度 (R06)年度

基幹管路耐震管率(%)
一宮市 県内平均 全国平均

導水管破損 ➩ 水源所から浄水場に水が送れない
配水本管破損 ➩ 浄水場から利用者に水を送れない

➩

2025(令和7)年3月31日現在

一宮市上水道管概略図
［基幹管路］

水源所◉
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耐震管

導水管

配水本管
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配水施設●
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千秋配水場
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◉
◉

◉
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●
●
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百万円

耐震化率及び事業費 [戦略]事業費 [計画]事業費 [戦略]耐震管率 [計画]耐震管率

6,666百万円
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3. 水道事業

3-1.基幹管路耐震化事業

3,583百万円[現戦略]

[実施計画］

3,083百万円 増
事業費増大の主な要因

・労務単価上昇や資器材
単価の高騰

・ルートの見直しや工法
変更に伴う事業費の増加
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費



指定避難所
災害拠点病院・救急病院

＜耐震化済施設＞

２０２５(令和７)年３月３１日現在
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3. 水道事業
3-2.重要施設配水管耐震化事業

◎重要施設配水管
○対象延長 １３６㎞ (配水本管含)
耐震管延長 ５９㎞
耐震管率 ４３.４％
*耐震管率(％)＝耐震管延長／配水管対象延長

非耐震管延長 ７７㎞
＜耐震化済施設＞

・災害拠点病院・救急病院：５施設
一宮市立市民病院、総合大雄会病院、山下病院、
泰玄会病院、一宮西病院

・指定避難所：１０施設（宮西小学校ほか）

重要施設の災害時給水確保に向け、経年
状況や地震発生時の液状化による影響を
考慮し、災害拠点病院や救急病院及び指
定避難所などに繋がる配水管の耐震化を
優先的にすすめています。

指定避難所
災害拠点病院・救急病院

≪未耐震化施設≫

◎特に指定避難所は市内全域に点在しており、
各配水場から施設に繋がる配水管における
非耐震管延長は約６５㎞あります。

2025(令和7)年3月31日現在

一宮市上水道管概略図
［重要施設配水管］

非耐震管

耐震管

配水支管

凡例

配水本管

配水施設

尾西配水場

木曽川配水場

佐千原浄水場

千秋配水場
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○耐震化施設数
耐震化済_指定避難所 耐震化済_病院

耐震化施設数_指定避難所 耐震化施設数_病院
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百万円

◎事業費（配水本管・配水支管） [実施計画]事業費_支管 [実施計画]事業費_[基]本管
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3. 水道事業

3-2.重要施設配水管耐震化事業

重要施設に繋がる配水管の耐震化は、
配水本管に要する事業費や進捗に同調
しながら、配水支管の耐震化をすすめ
ていきます。
また、２０２６(令和８)年度より国か
らの交付金を活用して実施していきま
す。

7,625百万円

3,676百万円[事業費_配水本管]

[事業費_配水支管]

*重要施設に係る配水本管

○災害拠点病院・救急病院[７施設]：２施設
２０３３(令和１５)年３月３１日まで

一宮市立木曽川市民病院、千秋病院

○指定避難所[６１施設]：２０施設
２０３７(令和１９)年３月３１日まで

木曽川東小学校ほか

に繋がる配水管を耐震化する目標として
すすめていきます。
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費
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年度

事業費

（百万円）

その他 面整備改良_重要以外 重要施設配水管(支管) 基幹管路
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3. 水道事業

3-3.管路の計画事業費

既
存

既存計画 23,811百万円 変更計画 24,410百万円

2027(R9)年度～2036(R18)年度 比較

見直しにより 599百万円 増

既
存

既
存

2027
(R9)年度

2028
(R10)年度

2029
(R11)年度

2030
(R12)年度

2031
(R13)年度
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2033
(R15)年度
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(R18)年度

既
存

既
存

既
存

既
存

既
存

既
存

既
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費
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3. 水道事業

安心・安全な水道水を提供

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策

○尾西配水場
・計画期間：2030-2035

(R12-R17)
・総事業費：1,638百万円

○千秋配水場
・計画期間：2025-2041

(R7-R23)
・総事業費：1,560百万円

尾西配水場

千秋配水場

水道水の安定供給を継続するため
の対策が必要

・未耐震の水道施設 → 地震発生による断水

・水道施設の老朽化 → 設備故障による断水

・配水場の耐震化

・水道施設の設備更新

・施設の耐震診断
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3. 水道事業

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策計画

千秋配水場

耐震診断計画(西部水源地ほか)

計 2,466百万円 計 3,420百万円

(百万円)既存計画 変更計画

2028-2031 耐震化工事 250

尾西配水場

-
2027-2040 耐震診断(建屋等) 222
(R9-R22)

2030-2034 老朽化対策工事 1,010 2030-2034 老朽化対策工事 1,313

2031-2035 耐震化工事 325

2039-2042 耐震化工事 250

2025-2041 老朽化対策工事 956 2025-2041 老朽化対策工事 1,235

2036-2039 耐震化工事 325

954百万円増
・労務単価上昇
・資機材高騰

(R21-R24)

(R7-R23)

(R18-R21)

(R7-R23)

(R10-R13)

(R12-R16)

(R13-R17)

(R12-R16)
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費
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3. 水道事業

3-5 水道施設の計画事業費
既存計画 4,997百万円 変更計画 7,214百万円

2027(R9)年度～2036(R18)年度比較

0.0 18.0 20.0 12.0 30.0 12.0 60.0 24.0

140.0
50.0

0.0
63.0

0.0 18.0 0.0
90.0

0.0

194.0

0.0 38.0

442.0
378.1

659.0

353.0
390.0

725.0

281.5

544.7
256.0

643.0

616.0

771.1

636.0

967.0

336.5

831.1

335.5

481.7
794.5

1000.1

0

200

400

600

800

1,000

1,200

既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更 既存 変更

2027

(R9)年度

2028

(R10)年度

2029

(R11)年度

2030

(R12)年度

2031

(R13)年度

2032

(R14)年度

2033

(R15)年度

2034

(R16)年度

2035

(R17)年度

2036

(R18)年度

事業費

(百万円)

耐震化 老朽化

見直しにより 2,217百万円 増
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3. 水道事業

3-1 基幹管路耐震化事業 導水管及び配水本管の耐震化

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）水道事業

3-2 重要施設配水管耐震化事業 避難所等の重要施設に接続する配水管の耐震化

事業計画 （概要）

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新 安全な水道を守るための水質検査

3-3 管路の計画事業費

3-4 水道施設の耐震化・老朽化対策 配水場の耐震化工事及び水道施設の設備更新計画

3-5 水道施設の計画事業費
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3. 水道事業

高度化する水質検査に対応すべく
検査能力の維持・向上に努める

・PFASの水質基準格上げ → 検査項目の増加
・老朽化した多数の検査機器 → 検査能力の低下

更新費用の増加

PFASの自己検査体制の確立と
水質検査機器の計画的更新

・全ての水質基準項目について自己検査体制を維持
・機器更新は、費用抑制と平準化の並立を目指す

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新

2026(R8)～2036(R18)年 総額
148.0百万円 ⇒ 199.8百万円

「安全」な水道の根幹となる水質検査において、
水道GLP認定の継続、PFAS等の新規検査項目にも
対応するため、老朽化した水質検査機器を計画的
に順次更新する。

液体クロマトグラフ質量分析装置PFAS水質検査

2026(R8)年 PFASの水質基準格上げ
液体クロマトグラフ質量分析装置購入

2028(R10)年 ガスクロマトグラフ質量分析装置購入
2030(R12)年 誘導結合プラズマ質量分析装置購入 など



(千円)

PFAS外部委託業務 (年間10検体) 計 5,500

既存計画

定期水質検査分 計 50,752水質検査用
消耗品・薬品費

PFAS外部委託業務なし

定期水質検査分 計 79,847
(うち、PFAS検査分 15,661)

PFAS水質基準化による水質検査項目の増及び物価等の上昇による計画見直し

3. 水道事業

3-6 PFAS検査と水質検査機器の更新

PFAS委託検査費

変更計画

2026(令和8)年 PFASの水質基準格上げ

水質検査機器の計画的更新

2026(R8)～2036(R18)年 支出総計 148,005

超純水製造装置 等 11件 計 24,490
固定資産購入費

液体クロマトグラフ質量分析装置
等 4件 計 67,263

(契約総額 73,040)

液体クロマトグラフ質量分析装置 37,675
ガスクロマトグラフ質量分析装置 13,200
誘導結合プラズマ質量分析装置 18,700
他 15件 50,400

計 119,975

2026(R8)～2036(R18)年 総計 199,822

リース債務
支払額

23
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3. 水道事業

主な事業計画の変更まとめ

既存計画 23,811百万円
≒ 238億円

変更計画 24,410百万円
≒ 244億円

2027(R9) ～2036(R18)年度 比較

599.7百万円 「増」≒6億円
・管路関係

労務単価、
資材価格上昇

既存計画 4,997百万円
≒ 50億円

変更計画 7,214百万円
≒ 72億円

・施設関係
2,217百万円 「増」≒22億円

更新路線の
優先度変更
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3. 水道事業

y = 0.7181x - 1347

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

170.0

1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070

建設物価デフレーター（国土交通省・2015年度基準・上･工業用水道）

1985 2024

戦略予測値：1985-2020間の近似直線

第2回説明：
2021-2024の数値
が大きく上昇
→当初予測以上の
物価高騰見込み

今回の事業計画の見直し：
現時点での物価での試算
↓
Ｒ2-3の物価見込みと
Ｒ6-7の物価見込みとの差
↓
物価の高騰見込みの設定
により、さらに増加

第2回審議会資料より
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3. 水道事業

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

財政融資資金（財務省からの借入金）の借入利率
【半年賦・全期間固定金利貸付・元利均等・据置期間なし】

経営戦略における見込み値の算定期間

経営戦略における借入利率
見込み値（平均値）

償還期間30年

償還期間40年

償還期間20年

償還期間30年

償還期間20年

経営戦略の計画期間

第2回審議会での試算

償還期間40年

実績

戦略での見込

第2回審議会資料より

Ｒ8.1時点

利率の増加ペース
再検討必要
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3. 水道事業

参考：事業費の増額について

計画変更
増額事業費

当初計画
事業費

Ｒ5 Ｒ9 Ｒ18

物価高騰

物価高騰反映前

利率上昇

Ｒ6～7時点までの物価での予測
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3. 水道事業

参考：事業費の財源について

計画変更分 増額した事業費

当初計画 事業費

借入金→将来の料金 交付金・補助金など当初
計画

計画
変更

借入金の増加→将来の料金

交付金・補助金が付けば
料金対象となる事業費は減る

利息→将来の料金

利息増加→将来の料金
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4. 下水道事業

事業計画 （概要）

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）下水道事業

4-1.下水道広域化推進総合事業 単独公共下水道の県流域下水道への統合

4-2.管きょの地震対策 上下水道耐震化計画 下水道ストックマネジメント計画

4-3.下水道施設の耐震化・老朽化対策 下水道施設の寿命を延ばす維持管理



東部浄化センター

五条川右岸
浄化センター
（岩倉市）

五条川右岸第2幹線

西部処理区

東部処理区
(大和地区)

東部処理区
(大和地区以外)

五条川右岸処理区

日光川上流処理区

日
光
川
上
流
東
部
幹
線

五
条
川
右
岸

第
4

幹
線

五
条
川
右
岸
第
1

幹
線

西部浄化センター

統合

統
合

日光川上流
浄化センター
（稲沢市）
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4. 下水道事業

とりまく環境

・西部、東部浄化センターの老朽化

→高額な改築更新費

やりたい事/やるべき事

・西部、東部浄化センターの改築更新費の低減

・単独公共下水道の県流域下水道への統合

4-1下水道広域化推進総合事業

（意義）

（概要）

西部合流・西部分流・東部分流（大和地区）
を日光川上流処理区へ統合
東部（その他地区）を五条川右岸処理区へ統合

統合後汚水図

現在 将来

西部処理区 西部浄化センター

日光川上流処理区 日光川上流浄化センター

東部処理区(大和地区) 東部浄化センター

東部処理区(大和地区以外) 東部浄化センター

五条川右岸処理区 五条川右岸浄化センター

日光川上流

浄化センター

五条川右岸

浄化センター

処理区
浄化センター

30



4. 下水道事業

事業計画①

計画年度
2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

2031
(R13)

2032
(R14)

2033
(R15)

2034
(R16)

2035
(R17)

2036
(R18)

西部合流

西部分流

東部分流
大和地区

東部その他地区
管渠

東部その他地区
中継ポンプ場

工事

工事

設計 工事

設計 工事

設計 設計 工事

工事設計

現行計画 2023(R5)～2032(R14)

改定計画 2027(R9)～2036(R18)

変更理由
・県との調整により、西部合流及び

東部分流の接続時期を変更した。

下水道広域化推進総合事業スケジュール

2023
(R5)

2041
(R23)

2027
(R9)

2036
(R18)

2032
(R14)

総事業費：9,360→ 10,230(百万円)
上段：現行計画
下段：改定計画 2023(R5)～2026(R8)実施

県幹線へ接続
12月（予定）

4-1下水道広域化推進総合事業

県幹線へ接続
（予定）

県幹線へ接続
（予定）

31工事設計

設計 工事

設計 設計 工事

設計 工事
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4. 下水道事業

事業計画 （概要）

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）下水道事業

4-1.下水道広域化推進総合事業 単独公共下水道の県流域下水道への統合

4-2.管きょの地震対策 上下水道耐震化計画 下水道ストックマネジメント計画

4-3.下水道施設の耐震化・老朽化対策 下水道施設の寿命を延ばす維持管理
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4. 下水道事業

●能登半島地震発生 令和６年（2024年）１月
・処理場に直結する下水道管の機能喪失により被害が長期化
・下水道の復旧が遅れ、水道の使用自粛を要請

●上下水道耐震化計画を策定 令和７年（2025年）１月
◎急所システム（東部幹線）の耐震化
◎重要施設（防災拠点や避難所など）と接続する老朽管きょの耐震化

4-2管きょの地震対策

（数値目標）

（図面）

（事業費・計画期間など）
東部浄化センター ●

一宮市役所 ●
（防災拠点）

柳戸ポンプ場●

※急所システムとは・・・下水処理場から合流地点までの施設や管きょ

地震対策（合流区域）位置図

市民病院
（災害拠点病院）

〇

〇

〇

〇

〇

〇
〇

〇

〇
〇

〇

〇

〇

〇

〇

重要施設

（病院・避難所等）

東部幹線

耐震化完了

〇

重要施設接続管

0

50

100

150

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

下水道管の布設延長及び管理延長の推移表

布設延長
約2 2 ７ｋｍ、
約１５％が
耐用年数５０年を超過

管
理
延
長

（km）

布
設
延
長
（km）

1955
(S30) 

1935
(S10) 

1945
(S20) 

1975
(S50) 

1995
(H7) 

1985
(S60) 

2005
(H17) 

2015
(H27) 

1965
(S40) 

●下水道管の標準耐用年数５０年
◎大正15年（1926年）下水道事業 着手
◎令和６年（2024年）度末 管理延長 約１，４９１㎞

◎コンクリート管・陶管 未対策延長約１２９㎞（合流区域）



4. 下水道事業

4-2事業計画 管きょの地震対策
2023
(R5)

2060
(R42)

2027
(R9)

2036
(R18)

34

管きょの地震対策スケジュール

計画年度
2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

2031
(R13)

2032
(R14)

2033
(R15)

2034
(R16)

2035
(R17)

2036
(R18)

2037
(R19)

2038
(R20)

2039
(R21)

地震対策計画

東部幹線

重要施設
【合流・分流区域】

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画

耐用年数
50年超管

【合流区域】

第２期総合地震対策計画 上下水道耐震化計画

計画（第２期） 計画（第３期） 計画（第４期）計画（第１期）

診断 設計

設計

設計

工事

工事（事業費2,234百万円）

（事業費1,132百万円 延長5.1㎞）

（事業費7,363百万円 管更生工事、耐震診断等 延長約35㎞）

診断 設計 工事（事業費1,530百万円）

工事（年間事業費60百万円／延長0.4㎞）

（事業費649百万円 延長3.0㎞）

（事業費1,300百万円 延長4.2㎞） （事業費3,550百万円 延長15.0㎞）

工事 （事業費3,562百万円 延長15.4㎞）

（事業費6,490百万円 延長30.0㎞）
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4. 下水道事業

事業計画 （概要）

事業計画一覧（主なもの→事業費や重要性の大きなもの）下水道事業

4-1.下水道広域化推進総合事業 単独公共下水道の県流域下水道への統合

4-2.管きょの地震対策 上下水道耐震化計画 下水道ストックマネジメント計画

4-3.下水道施設の対策 施設の耐震化・老朽化の対策を推進
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4. 下水道事業

下水道処理施設の機能確保

・地震発生による機能喪失を防ぐ → 施設耐震化

・老朽化した多数の施設 → 計画的な更新

他計画を考慮し、優先順位を
策定し、マネジメント計画を策定

・流域下水道統合など施設計画を考慮する

・重要度、緊急度などを施設状況考慮する

4-3下水道施設の耐震化・老朽化対策

（事業費） 3,578百万円⇒4,579百万円

圧送管破損(φ450)
除じん機腐食

安定的に下水処理を行うには、施設の安定稼働
が重要であるが、施設の大半が老朽化している。

下水処理場、ポンプ場標準耐用年数超過
2025(R7) 1,900箇所/2,200箇所(86％)

施設の耐震化とともに、老朽化した施設の更新、
修理を行うため、総合的に計画の見直しを行った。



4. 下水道事業

4-3下水道施設の耐震化・老朽化対策
(百万円)

東部浄化センター東
部
系
施
設

西
部
系
施
設

既存計画 変更計画

計 3,578 計 4,579

ポンプ場など

西部浄化センター

ポンプ場など

2027(R9)～2036(R18) 総事業費：3,578→4,579(百万円)

設計 387 設計 351

工事 249 工事 2,483

設計 59 設計 15

工事 47 工事 127

設計 85 設計 39

工事 800 工事 2,007

設計 0 設計 0

工事 0 工事 76

設計 0 設計 0

工事 0 工事 528

設計 0 設計 0

工事 0 工事 43

設計 0 設計 0

工事 0 工事 144

設計 0 設計 65

工事 0 工事 652

37

耐震 老朽化 耐震 老朽化
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未普及 浸水対策 広域化（流域編入） 地震対策 老朽化対策
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4. 下水道事業

下水道整備課事業費 2027(R９)～2036(R18)比較

既存計画 21,655百万円 変更計画 22,969百万円

見直しにより 1,314百万円 増
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4. 下水道事業

施設保全課(下水道) 4条事業費

既存計画 10,754百万円

変更計画 8,240百万円

2027(R9)～2036(R18) 比較

労務単価、資材価格上昇
などを考慮

2,022百万円増

2027(R9)～2039(R21) 比較

既存計画 11,452百万円

既存計画 13,474百万円

見直しにより

2,514百万円減

浸水対策
2044(R26)～に変更

広域化
2031(R13)～2034(R16)
→2034(R16)～2037(R19)

など

2027
(R9)年度

2028
(R10)年度

2029
(R11)年度

2030
(R12)年度

2031
(R13)年度

2032
(R14)年度

2033
(R15)年度

2034
(R16)年度

2035
(R17)年度

2036
(R18)年度

2037
(R19)年度

2038
(R20)年度

2039
(R21)年度
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4. 下水道事業

主な事業計画の変更まとめ

既存計画 21,655百万円
≒ 217億円

変更計画 22,969百万円
≒ 230億円

2027(R9) ～2036(R18)年度 比較

1,314百万円 「増」≒13億円
・管路関係

労務単価、
資材価格上昇

既存計画 10,754百万円
≒ 108億円

変更計画 8,240百万円
≒ 82億円

・施設関係 2,514百万円 「減」≒25億円

地震対策事業、
老朽化対策事業
の前倒し
（ペースアップ）

広域化事業、
浸水対策事業の
先送り
（県との調整）

※ 2027(R9)～2039(R21)年度 比較

既存計画 11,452百万円
≒ 115億円

変更計画 13,474百万円
≒ 135億円

2,022百万円 「増」≒20億円



4. 下水道事業
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●雨水処理費用など、下水道使用料で賄うべきではない経費に対する繰入金
総務省の繰出基準に基づく繰入金（基準内の繰入金）

●本来、下水道使用料で賄うべき、汚水処理にかかる経費に対する繰入金
（繰出基準外の繰入金）（経営戦略では継続して繰入予定⇔市の財政状況次第）

費用

収入

雨水処理など
にかかる費用

市からの
繰入金（基準内）

汚水処理に
かかる費用

市からの
繰入金
（基準内）

下水道使用料
市からの
繰入金
（基準外）

使用料対象経費

経費回収率＝下水道使用料収入÷使用料対象経費

第2回審議会資料より

今回の事業計画の変更の影響→費用全体の増加



まとめ
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経営戦略／事業計画の策定（Ｒ5・2023）以降、能登半島地震や、
埼玉県の下水道管陥没事故を受けて、地震対策や老朽化対策の優先度、
更新ペース、整備箇所を見直し。

策定時の見込み以上に物価高騰が進んでおり、予定していた事業費は
純増する見込み。
以降の物価（デフレーター）や利率の上昇も見込まれるため、
さらに事業費は増える想定。

・事業計画見直し⇔料金改定について（ペース・上限）
・改定も含めて計画の見直しにあたり、上下水道使用者に示していく必要が

あるものについて（データなど）
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3. 水道事業（補足）

今回の主な事業計画の変更まとめ（料金への影響）

2027(R9) ～2036(R18)年度 比較

管路 6億円「増」

施設 22億円「増」

総額 約 9億円「増」

耐用年数40年→償還年数30年

総額 約 28億円「増」

耐用年数20年→償還年数20年

償還年数30年、年利が3.0％の場合、
支払利息の総額は元本の約51％

償還年数20年、年利が2.5％の場合、
支払利息の総額は元本の約27％

約 0.3億円／年「増」

約 1.4億円／年「増」

償還年数で割ると

Ｒ7水道料金（税込）見込み（予算）

約 54億円 → 約 3.1％の相当

（Ｒ8.1時点の財政融資資金利率）
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4. 下水道事業（補足）

今回の主な事業計画の変更まとめ（料金への影響）

2027(R9) ～2036(R18)年度 比較

下水管 13億円「増」

施設 25億円「減」

※2027(R9)～2039(R21)

20億円「増」

総額 約23億円「増」

耐用年数50年→償還年数40年

総額 約32億円「減」

耐用年数20年→償還年数20年

総額 約25億円「増」

償還年数40年、年利が3.2％の場合、
支払利息の総額は元本の約75％

償還年数20年、年利が2.5％の場合、
支払利息の総額は元本の約27％

約0.6億円／年「増」

約1.6億円／年「減」

約1.3億円／年「増」

償還年数で割ると

2025(R7)下水道使用料（税込）見込み（予算）
約34億円

2039(R21)までの事業費だと約5.6％の改定相当

2026(R8)1月時点の財政融資資金利率）


